
本市における課題の整理

基本目標 7期計画の評価 8期に向けての課題整理 中長期的な視点での課題
１社会参加・生きがいづ
くりの推進

【就労】
・高齢者就業促進、生きがいと社会参加
の促進を目的に、シルバー人材センタ
ーに事業運営費の補助を行った。
【趣味・学習活動】
・高齢者の健康・生きがいづくりの推進
を目的に、高齢者クラブに対し支援を
行った。
【社会活動】
・地域の集いの場である「ふれあいサロ
ン」は、令和 2年度市内に 21か所生ま
れている。

・定年制の延長、継続雇用の拡大により
高齢者の社会参加、生きがいづくりには、
多様な形態が求められている。
・こうしたことから、7期において重点目
標とした「高齢者クラブ活動助成事業」「シ
ルバー人材センター助成事業」については
今後も推進するものの、8期の重点事業と
しては、高齢者の集いの場づくりとして
「コミュニティサロン数」とした。
※７期での小項目【社会活動】を、８期で
はイメージしやすいように【地域社会との
関わり】に修正しています。

・高齢者が、自ら社会の中で、いきいきと活
動的に生活すること、また地域においても、
活躍・憩い・交流を意識した取り組みを充実
させていくことが課題。

【実績】

【統計や調査の結果から】
・ニーズ調査では、「働ける間は、主に生きがいのために働きたい」の回答が 21.3％。
・ニーズ調査では、「近所の人が気軽に集まる場所があれば、参加したいと思うか」に対し「そう思う」の回答は 65.2％。

指標名 実績
平成 30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度

高齢者クラブ活動助成事業 クラブ数 101 101 98
会員数 4,581 4,434 4,223

シルバー人材センター助成事業 会員数 322 320 313



基本目標 7期計画の評価 8期に向けての課題整理 中長期的な視点での課題
２健康づくりと介護予
防の推進

【健康づくり事業】
・高齢者に対し、健診結果をもとに家庭
訪問を実施し、保健指導や必要時受診
勧奨を行った。また、予防接種法に基づ
く予防接種を行った。
【介護予防・生活支援サービス事業】
・介護予防・日常生活支援総合事業（総
合事業）により、柔軟な対応やサービス
提供を可能とした。
【一般介護予防事業】
・地域のリーダーや指導士の活動のも
とで、身近な介護予防教室の場は広が
りつつある。

・市民による健康づくりへの取り組みをさ
らに推進する必要あり。
・総合事業の対象者や単価等、全体的な見
直しが必要。
・地域における新たな介護予防活動の拡充
や自宅での介護予防の取り組みの推進。

・高齢者が、地域で元気に暮らせるように、
制度や行政サービスの充実はもとより、民間
企業、ボランティアなど地域の多様な活動に
よる予防や支援の取り組みの創出を支援す
ることが課題。

【実績から】

【統計や調査の結果から】
・７期計画期間中でみると、要支援・要介護の認定率は、ほぼ横ばいで推移。
・要支援・要介護状態区分の推移では、要介護２、要介護４の認定者の割合が増加傾向。
・ニーズ調査でみると、「介護予防事業へ参加している(参加していた）」と回答している割合は、10.3％。

指標名 実績
平成 30 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度

ふれあいサロン事業 サロン数 ６ ６ ６
参加人数 84 77 68

地域介護予防活動支援事業（運動教室） 教室数 106 106 106
延べ参加者数 47,094 42,713



基本目標 7期計画の評価 8期に向けての課題整理 中長期的な視点での課題
３地域包括ケアシステ
ムの深化

【多様な福祉サービス】
・買い物弱者支援として、市内の事業者
と協力し移動販売の実証実験を行って
いるほか、令和 2年 11月からは民間事
業者による移動販売のサービス提供も
始まった。
【安心・安全対策】
・高齢者見守り事業のほか、地域での見
守り体制の強化を図った。
【地域包括ケア体制】
・困難事例の検討等をとおし、地域の多
職種・他機関と連携を強化するととも
に地域課題の抽出と解決に取り組ん
だ。
・地域で見守りが必要な高齢者に対し、
在宅ケアチームを構築し支援を強化し
た。
・生活支援コーディネーターを配置し
た。地域でのサロン活動が増加。市民の
話し合いの場も広がった。
【認知症施策の推進】
・本人、家族支援を目的に、認知症地域
支援推進員や認知症地域相談員の配
置、物忘れ相談会の実施、認知症初期集
中支援チームによる支援などを実施し
た。

【基本目標について】
・地域包括ケアシステムについては、その
構築に取り組んできたところであるが、初
期の目標は達成したとみなし、8期におい
ては、基本目標を「地域包括ケアシステム
の構築」から「地域包括ケアシステムの深
化」とし、その更なる推進を目指す。

【各論】
・介護保険制度を補完する事業やサービス
の創出。
・多様な見守り体制の整備、高齢者を狙っ
た犯罪や消費トラブルの未然防止、災害時
等の支援強化。
・7期に重点事業とした「地域ケア会議の
推進」については、参加者人数は計画値に
届かないものの、様々な多職種・他機関の
参加を得られ、日頃の連携も強化されたこ
とから、事業は推進していくものの、今後
は重点事業から外すこととした。
・関係機関、協力機関、地域住民等が、地
域課題を我が事として、取り組みを推進し
ていけること。
・認知症施策については、本人発信の場や
家族支援の推進が課題。また、認知症サポ
ーター養成事業については、養成した認知

・住み慣れた地域で安心して暮らせるよう
に、見守りや生活支援の強化と必要なしくみ
づくりを推進することが課題。



【ＩＣＴの活用】
・介護健診ネットワークシステムによ
りにより、関係機関との安全な情報共
有と業務効率化を図った。
・令和元年度からは、ＧＰＳ機器(位置
情報端末機）による徘徊高齢者の支援
を開始した。

症サポーターに対し、今後チームオレンジ
としての活動を支援していくことが課題
である。
・さらなるＩＣＴの活用。

【実績から】

【統計や調査の結果から】
・令和 2年の統計でみると、単身で生活する高齢者は 2,554 人、高齢者のみの世帯は 2,613 世帯。
・65歳以上の高齢者のうち認知症（認知症高齢者日常生活自立度Ⅱ以上）割合は 9.4％。
・在宅生活の継続に必要な支援・サービスとしての回答で、最も多かったのは「移送サービス」で、要支援者で 26.9％、要介護１，
２で 27.0％、要介護 3以上で 21.5％となっている。

指標名 実績
平成 30 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度

高齢者見守り事業 在宅ケアチーム構築数 621 527 540
見守り協定事業所数 63 59 61

地域ケア会議推進事業 地域包括ケア会議参加者数 755 700
認知症普及啓発の推進 認知症サポーター数（延べ人数） 3,867 4,439 4,600



基本目標 7期計画の評価 8期に向けての課題整理 中長期的な視点での課題
４質の高い介護サービ
スの基盤整備

【サービス体制】
・適正な認定調査の実施のため、認定調
査員の人員体制の充実を図った。また、
被保険者にかかる総合的な相談窓口と
して中心的役割を果たしている地域包
括支援センターにおける職員について
も、資質向上及び適正配置に努めた。
【質的向上】
・介護保険制度において重要な役割を
果たす介護支援専門員へ情報の提供を
行い、利用者がニーズに合わせたサー
ビスを選択できるように努め、また研
修等により、質の向上に努めた。
また、認定調査状況チェック、ケアプ
ラン点検、住宅改修等の点検などを通
じ、介護給付の適正化を図った。さら
に、介護サービス利用者に対し、介護給
付費通知を送付して、介護保険の実績
内容を確認してもらうことで、利用に
ついての意識を高めてもらうよう努め
た。
【介護者への支援や虐待防止対策の推
進】
・相談や支援の充実を図るとともに、認
知症カフェなど、相談・交流の場を定期
的に設けた。
・虐待への相談に対しては、高齢者本人

・要介護認定にあたっては、判定基準の統
一性を保ち、公平・公正・適正な認定とな
るよう、調査員・審査会委員の技術的な向
上を図っていく必要がある。
また、社会的な問題となっている「介護
離職」、要介護者の増加に伴うサービス需
要の増加に対応するための人材確保とと
もに、介護職に就いた人材が長く働けるよ
うにする定着への支援、介護スキルの向上
や負担軽減など総合的に取り組む必要が
ある。総合的な相談窓口として中心的役割
を果たしている地域包括支援センター等
の職員についても、同様にスキル向上及び
人員の適正配置に引き続き努める必要が
ある。不足する介護人材の確保にあたって
は、介護職に就いた人材が長く働けるよう
にする定着への支援、介護人材の質の向上
や負担軽減など総合的に取り組む必要が
ある。
・保険者としての権限が強化され、利用者
一人ひとりのニーズに基づき、自立支援に
つながるサービスの提供や利用者にとっ
て満足度の高いサービスの開発など、介護
サービスの質的向上に重点を置いた取り
組みが、今まで以上に求められている。
サービスを提供する側の質の向上とと
もに、利用する側が、受けているサービス

・今後もしばらくの間は介護サービスの対象
者が増加することが見込まれますが、長期的
には、人口減少に伴い、徐々に介護サービス
の必要量が減少していくことが予想されま
す。
介護給付費の増加と費用負担の増大、サー

ビスを提供する人的資源の確保などが課題
となりますが、長期的には、サービス基盤の
有効活用など、整備した資源が無駄にならな
いよう、過剰な投資とならないような基盤整
備の考え方をする必要があります。
進歩著しいＡＩ技術・ＩＣＴ技術の活用や

介護スキルの向上なども含め、「介護職員の
離職」を抑え人材を確保し、必要な人に必要
なサービスを適切に提供する体制を整える
ことが、介護のために離職することを防ぎ、
今後の高齢化社会を持続可能な社会とする
ために必要であると考えます。



の安全確保と支援はもとより、背景や
要因を検証し家族支援を行った。
【情報提供の充実】
・介護健診ネットワークシステムの活
用や、事業者へのメール一斉送信など
により、迅速な情報伝達に努めた。
・出前講座により、介護保険制度の内容
やサービス利用について、市民に情報
提供した。

が必要で適正な量なのかを見極められる
よう、情報を提供していく必要がある。
住宅改修の点検については、利用者の自
立支援に適切な内容とするために、理学療
法士や作業療法士等のリハビリテーショ
ン専門職への相談体制構築が必要。
適正なサービス提供のためには要介護
認定の平準化が必要なため、今後も介護認
定審査委員及び介護認定調査員の知識や
技術の向上を図ることが必要。
・高齢者のみの世帯の増加、世帯構成の変
化等から、介護者の負担増が見込まれる。
7期においては「介護者への支援」として
整理していたものを、あえて「虐待防止対
策」の視点を表に出すことで、防止と対応
の強化を図ることとした。

【実績から】
指標名 実績

平成 30年度 Ｒ元年度 Ｒ2年度
地域密着型サー
ビスの提供

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ０ ０ ０
認知症対応型通所介護 ３ ３ ３
小規模多機能型居宅介護 ３ ３ ３
認知症対応型共同生活介護 ９ ９ ９
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 １ １ １
看護小規模多機能型居宅介護 １ １ ２

施設サービスの 介護老人福祉施設 ５ ５ ５



【統計や調査の結果から】
・人口推計をみると、総人口は減少傾向にある。その一方で、65 歳以上の高齢化率は、令和 7年には 34.0％、令和 22年には 40.4％
まで上昇すると見込まれる。
・「介護・介助を受けている」と回答した方に主な介護者・介助者を尋ねたところ、ニーズ調査では、「娘」が 33.3％、次いで「息
子」「介護サービスのヘルパー」が 28.4％、要介護認定調査では「介護サービスのヘルパー」が 25.8％、次いで「配偶者」が 22.7％。

提供 介護老人保健施設 ４ ４ ５
介護療養型医療施設 １ １ １
介護医療院 ０ ０ ０

介護給付等費用
適正化推進事業

給付費通知発送件数 11,990 12,709 12,900
ケアプラン点検件数 20 19 14
認定調査状況チエック件数 0 0 11
住宅改修等の点検件数 1 3 3
縦覧点検・医療情報との突合回数 12 12 12


